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基本指針の記載事項について （ 第一 基本的事項①）

左記の項目に対応する介護保険部会意見書等の記載事項項目（ 前文、 第一 基本的事項）

（ 過年度の経緯に関する記載は削除。 ）
・ 2040年に向けて人口減少やサービス需要の変化に地域差が生じるこ と など、 第10期期間の前提と

なる内容について。
・ 人材確保、 生産性向上による職場環境改善、 経営改善に向けた支援について、 都道府県や市町村、

地域の関係者が対策を議論し、 講じていく こ と 。

前文

・ 2040年に向けた地域包括ケアシステムの深化と 地域共生社会の実現に関する方向性について。
・ 国が介護人材確保や生産性向上、 経営改善支援、 科学的介護の推進を推進していく 役割があるこ と

について。

一 20 4 0年に向けた地域包括ケアシステムの深化と 地域共生社会の実現

・ 介護予防と 地域の支え合いを一体的に実施する拠点の整備・ 運営について。１ 自立支援、 介護予防・ 重度化防止の推進

・ 地域の類型（ 中山間・ 人口減少地域、 大都市部、 一般市等） を踏まえたサービス提供体制・ 支援体
制の構築について各類型の考え方について。

２ 地域の実情に応じた介護給付等対象サービスの充実・ 強化

・ 入院のみならず、 外来・ 在宅、 介護と の連携等も対象と なった新たな地域医療構想等と の接続の観
点から、 地域における様々な場面や主体間での医療・ 介護連携の重要性について。

３ 在宅医療の充実及び在宅医療・ 介護連携を図るための体制の整備

・ 第10期期間中においても引き続き総合事業の充実に向けて取組を進めるこ と の重要性について。
・ 総合事業にかかる継続利用要介護者が利用可能なサービスについて。

４ 日常生活を支援する体制の整備

・ 地域包括支援センターと 居宅介護支援事業所の連携や役割分担等について。
・ 頼れる身寄り がいない高齢者等への支援について、 地域ケア会議等を活用しながら地域全体で対応

を協議し、 切れ目のない支援が提供される地域づく り を推進するこ と の重要性について。

５ 地域包括ケアシステムの構築を進める地域づく り と 地域ケア会議・ 生
活支援体制整備の推進

・ 家族介護者への相談支援について、 家族介護者支援に係る実態・ ニーズを踏まえ、 複雑化・ 複合化
した課題を抱える高齢者と その家族への支援や、 家族介護者の働き方の希望等に配慮した支援の重
要性について。

６ 介護に取り 組む家族等への支援の充実

・ 認知症基本法の成立及び認知症施策推進基本計画の策定に伴う 記載内容の見直し。７ 認知症施策の推進

・ 有料老人ホームに係るサービスの質や事業運営の透明性の確保について。
・ 改正住宅セーフティ ネッ ト 法を踏まえた住宅部局と 福祉部局と の連携の重要性について。

８ 高齢者の住まいの安定的な確保

（ 見直し後の構成に基づき整理）
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現時点のイメ ージ

※ 法律改正事項については、 今後法案を提出し、 成立した後にその内容を反映した上で審議会で議論予定



基本指針の記載事項について （ 第一 基本的事項②）

左記の項目に対応する介護保険部会意見書等の記載事項項目（ 前文、 第一 基本的事項）

・ 介護人材確保、 生産性向上等による職場環境改善に加えて、 経営改善支援の重要性。
・ 介護人材確保、 生産性向上等による職場環境改善、 経営改善支援等について、 プラッ ト フォームや

協議会の構築・ 活用を中心に取組の全体像。

９ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保及び介護現場の生産性の向
上の推進、 経営改善支援等

10 その他介護保険事業の円滑な実施を確保するために必要な事項

・ 高齢者住まいにおける虐待防止や、 養護者に該当しない同居者等からの虐待防止の推進について。（ 一） 高齢者虐待防止対策の推進

・ 国・ 都道府県・ 市町村に求められる役割を整理し、 介護現場に対する指導や支援等を行う こ と の重
要性について。

（ 二） 介護現場の安全性の確保及びリ スク マネジメ ント の推進

―（ 三） 介護サービス情報の公表

・ 国が整備している介護サービス事業者経営情報に関するデータベースについて。（ 四） 介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等

・ 介護施設等における防災・ 減災対策を推進するための計画的かつ着実な施設及び設備等の必要な整
備を行う こ と について。

・ 市町村による支援・ 連携のも と 地域包括支援センターと しての業務継続に向けた計画等を策定し、
平時からの業務整理、 地域における関係構築、 訓練の実施等に活かすこ と について。

（ 五） 災害・ 感染症対策に係る体制整備

二 介護保険事業（ 支援） 計画の作成に関する事項

・ 2040年に向けた中長 期的な推計に基づき、 共通の課題認識をもって議論を行う こ と や市町村を越え
た広域的な議論をする体制の構築など、 都道府県と 市町村の議論プロセスについて。

１ 都道府県による市町村支援並びに都道府県・ 市町村間及び市町村相互
間の連携

・ 医療・ 介護連携を推進するため、 総合確保方針に基づく 医療と 介護の協議の場について、 介護保険
事業（ 支援） 計画の検討の初期段階で開催する等の必要な取組を行う こ と の重要性について。

・ 本指針が今後策定さ れる医療情報化推進方針に則して定めると されているこ と を踏まえた対応。

２ 地域医療構想等と の整合性の確保

・ 介護給付の地域差について、 サービス種類別、 要介護度別、 サービスの提供場所等の観点から総合
的に分析し、 その要因を明らかにするよ う 努めるこ と について。

３ 効果的・ 効率的な介護給付の推進

・ ロジッ クモデルの活用や、 PDCAサイク ルに沿った計画策定の基本的な考え方について。４ 介護保険制度の立案及び運用に関するPDCAサイク ルの推進

―５ 保険者機能強化推進交付金等の活用

（ 見直し後の構成に基づき整理）
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現時点のイメ ージ

※ 法律改正事項については、 今後法案を提出し、 成立した後にその内容を反映した上で審議会で議論予定



基本指針の記載事項について （ 第二 市町村計画、 第三 都道府県計画①）

左記の項目に対応する介護保険部会意見書等の記載事項項目②（ 第三 都道府県計画）項目①（ 第二 市町村計画）

一 都道府県介護保険事業支援計画の作成に関す
る基本的事項

一 市町村介護保険事業計画の作成に関する基本
的事項

◎計画策定にあたり 、 ｢時間軸｣、 ｢地域軸｣の両視点を念頭に置く こ と に
ついて。

◎計画策定の前提と なる地域の現状等を把握・ 分析する際に参考と なる
指標。

１ 基本理念、 達成しよ う と する目的及び地域
の実情に応じた特色の明確化、 施策の達成状
況の評価等

１ 基本理念、 達成しよ う と する目的及び地域
の実情に応じた特色の明確化、 施策の達成状
況の評価等

◎中長期的な推計に基づき、 都道府県と 市町村が共有の課題認識を持っ
た上でサービス提供のあり 方を議論するこ と の重要性について。

◎地域密着型サービスの整備促進について。
○計画策定の前提と なる地域の現状等を把握・ 分析する際に参考と なる

指標。
○分析対象と して介護サービスの提供状況の地域差を示す指標。

２ 要介護者等の実態の把握等２ 要介護者等地域の実態の把握等

◎介護保険事業（ 支援） 計画作成委員会の構成員の例示と して、 住宅関
係者を追加。

３ 都道府県介護保険事業支援計画の作成のた
めの体制の整備

３ 市町村介護保険事業計画の作成のための体
制の整備

●老人福祉圏域を単位と する広域的調整を進めるため、 意見交換をする
ための機関の設置等により 、 都道府県と 市町村がより 緊密な連携を図
るこ と の重要性について。

◎中山間・ 人口減少地域において人材確保やＩ Ｃ Ｔ 機器の活用等の生産
性向上に係る支援を行う こ と や、 それでもなおやむを得ない場合に新
たな特例介護サービスや対象地域の検討を行う こ と について。

◎介護サービスの見込み量を適切に定めるために有料老人ホームやサー
ビス付き高齢者向け住宅の入居定員総数や入居者の状況等の把握に関
する連携について。

○有料老人ホーム内等で提供される居宅サービスに対するケアプラン点
検等の趣旨や観点（ 本人の自立支援や重度化防止等に資するこ と ） に
ついて。

４ 市町村への支援等４ 都道府県と の連携

◎中長期的な推計（ 県は全県及び老人福祉圏域別のもの） を踏まえて第
10期の保険料や取組方針を定めるこ と の重要性について。

５ 第10期の目標５ 第10期の目標

―６ 目標の達成状況の点検、 調査及び評価等並
びに公表

６ 目標の達成状況の点検、 調査及び評価等並
びに公表

（ 見直し後の構成に基づき整理） （ 脚注） ◎: 都道府県計画・ 市町村計画共通、 ○: 市町村計画、 ●: 都道府県計画
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現時点のイメ ージ

※ 法律改正事項については、 今後法案を提出し、 成立した後にその内容を反映した上で審議会で議論予定



基本指針の記載事項について （ 第二 市町村計画、 第三 都道府県計画②）

左記の項目に対応する介護保険部会意見書等の記載事項項目②（ 第三 都道府県計画）項目①（ 第二 市町村計画）

◎中長期的な推計（ 県は全県及び老人福祉圏域別のもの） を踏まえて第
10期の保険料や取組方針を定めるこ と の重要性について。

５ 第10期の目標５ 第10期の目標

―６ 目標の達成状況の点検、 調査及び評価等並
びに公表

６ 目標の達成状況の点検、 調査及び評価等並
びに公表

７ 市町村介護保険事業計画及び他の計画と の
関係

７ 他の計画と の関係

（ ●基本的記載事項から移行。 ）（ 一） 市町村介護保険事業計画と の整合性の確
保

―（ 二） 都道府県老人福祉計画と の一体性（ 一） 市町村老人福祉計画と の一体性

―（ 三） 都道府県計画と の整合性（ 二） 市町村計画と の整合性

●介護保険事業（ 支援） 計画の作成過程における都道府県や市町村の医
療・ 介護担当者等の関係者で議論すべき内容や時期等に関する基本的
な考え方について。

（ 四） 地域医療構想等と の整合性

○重層的支援体制整備事業に加えて、 小規模市町村における新たな事業
について。

（ 五） 都道府県地域福祉支援計画と の調和（ 三） 市町村地域福祉計画と の調和

―（ 六） 都道府県高齢者居住安定確保計画と の調
和

（ 四） 市町村高齢者居住安定確保計画と の調和

○認知症基本法の成立及び認知症施策推進基本計画の策定に伴う 記載内
容の見直し。

（ 七） 認知症施策推進基本計画を踏まえた取組（ 五） 認知症施策推進基本計画を踏まえた取組

（ ◎その他の計画等と の調和について記載を簡素化して整理。 ）（ 八） その他法律の規定による計画等と の調和（ 六） その他法律の規定による計画等と の調和

―８ その他８ その他

（ 見直し後の構成に基づき整理） （ 脚注） ◎: 都道府県計画・ 市町村計画共通、 ○: 市町村計画、 ●: 都道府県計画
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現時点のイメ ージ

※ 法律改正事項については、 今後法案を提出し、 成立した後にその内容を反映した上で審議会で議論予定



基本指針の記載事項について （ 第二 市町村計画、 第三 都道府県計画③）

左記の項目に対応する介護保険部会意見書等の記載事項項目②（ 第三 都道府県計画）項目①（ 第二 市町村計画）

二 都道府県介護保険事業支援計画の基本的記載
事項

二 市町村介護保険事業計画の基本的記載事項

（ ◎圏域設定の考え方等に関する項目を統合・ 整理。 ）１ 老人福祉圏域１ 日常生活圏域

◎2040年度を含む中長期的な推計を行う こ と について。
○見込みや推計を定める際、 高齢者向け住まいの整備状況や医療と の連

携の状況を勘案するこ と について。

２ 各年度における介護給付等対象サービスの
種類ごと の量の見込み及び2040年度を含む中
長期的な推計

２ 各年度における介護給付等対象サービスの
種類ごと の見込み及び2040年度を含む中長期
的な推計

○2040年度を含む中長期的な推計を行う こ と について。
○見込みや推計を定める際、 医療と の連携の状況を勘案するこ と につい

て。
○総合事業に係る継続利用要介護者の利用可能なサービスについて｡
○通いの場の参加率の目標値を2040年までに更新。
○介護予防と 地域の支え合いを一体的に実施する拠点の整備・ 運営につ

いて。
○介護予防ケアマネジメ ント について居宅介護支援事業所による直接実

施が可能と なるこ と について。

３ 各年度における地域支援事業の量の見込み
及び2040年度を含む中長 期的な推計

◎2040年を見据えた中長 期的なサービス提供体制の確保に関して取り 組
むべき事項（ 中山間・ 人口減少地域対応、 医療・ 介護連携、 高齢者向
け住まい、 人材確保・ 生産性向上等） について。

３ 2040年を見据えた中長 期的なサービス提供
体制の確保に関して取り 組むべき事項

４ 2040年を見据えた中長期的なサービス提供
体制の確保に関して取り 組むべき事項

●都道府県が伴走的な支援や生活支援体制整備に係るプラ ッ ト フォーム
の構築と いった多様な主体と のつながり づく り 等の更なる支援を行う
こ と の重要性等について。

○総合相談支援事業及び包括的・ 継続的ケアマネジメ ント 支援事業にお
いて頼れる身寄り がいない高齢者等への支援を明確化するこ と に伴い、
相談支援体制が整備されているか確認するこ と について。

○総合事業に係る継続利用要介護者の利用可能なサービスについて｡

４ 市町村が行う 被保険者の地域における自立
した日常生活の支援、 要介護状態等と なるこ
と の予防又は要介護状態等の軽減若しく は悪
化の防止及び介護給付の適正化への取組への
支援に関する取組及び目標設定

５ 被保険者の地域における自立した日常生活
の支援、 要介護状態等と なるこ と の予防又は
要介護状態等の軽減若しく は悪化の防止及び
介護給付の適正化への取組及び目標設定

●介護人材確保、 生産性向上等による職場環境改善、 経営改善支援等に
ついて、 プラ ッ ト フォームの構築・ 活用や目標設定など、 具体的な記
載事項や取組（ 人材推計の実施、 多様な人材の確保・ 育成、 離職防
止・ 定着促進・ 生産性向上、 経営改善支援、 介護職の魅力向上、 ハラ
スメ ント への対応、 外国人材の受入環境整備等） について。

●生産性向上、 経営改善支援等については、 協議会の活用や目標設定な
ど、 具体的な記載事項や取組（ 介護事業者からの相談対応や伴走支援、
経営の協働化による経営基盤の強化等） について。

●訪問看護に関する総合的な支援について。

５ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保、
介護現場の生産性の向上の推進、 経営改善支
援等及び目標設定

（ 見直し後の構成に基づき整理） （ 脚注） ◎: 都道府県計画・ 市町村計画共通、 ○: 市町村計画、 ●: 都道府県計画

5

現時点のイメ ージ

※ 法律改正事項については、 今後法案を提出し、 成立した後にその内容を反映した上で審議会で議論予定



基本指針の記載事項について （ 第二 市町村計画、 第三 都道府県計画④）

左記の項目に対応する介護保険部会意見書等の記載事項項目②（ 第三 都道府県計画）項目①（ 第二 市町村計画）

三 都道府県介護保険事業支援計画の任意記載事項三 市町村介護保険事業計画の任意記載事項

１ 地域包括ケアシステムの深化・ 推進のため
の支援に関する事項

１ 地域包括ケアシステムの深化・ 推進のため
重点的に取り 組むこ と が必要な事項

◎既存会議体等を活用した高齢者施設と 協力医療機関のマッ チング支援
について。

（ 一） 在宅医療・ 介護連携の推進（ 一） 在宅医療・ 介護連携の推進

◎一体的実施の取組に関し、 質の向上及び量の拡充を図るフェーズに移
行しているこ と について。

（ 二） 高齢者の保健事業と 介護予防の一体的実
施

（ 二） 高齢者の保健事業と 介護予防の一体的実
施

○頼れる身寄り がいない高齢者の相談対応等について、 総合相談支援事
業等に位置付けるこ と を明確化。

◎互助の推進について追記し、 多様な主体の例示を拡充。
○地域の支え合い体制の状況把握の重要性について。
●都道府県が伴走的な支援や生活支援体制整備に係るプラ ッ ト フォーム

の構築と いった多様な主体と のつながり づく り 等の更なる支援を行う
こ と の重要性等について。

（ 三） 生活支援・ 介護予防サービスの基盤整備
の推進

（ 三） 生活支援・ 介護予防サービスの基盤整備
の推進

◎頼れる身寄り がいない高齢者等への支援について、 市町村が主体と
なって関係者を含めて地域全体で対応を協議し、 必要に応じて社会資
源の創出を図るなど、 利用者への切れ目のない支援が提供される地域
づく り の推進、 都道府県による支援。

○地域包括支援センターが実施する包括的支援事業（ 総合相談支援事業、
包括的・ 継続的ｹｱﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ支援事業） において、 頼れる身寄り がいな
い高齢者等への相談対応等を行う こ と を明確化するこ と 、 地域の関係
者と の協働や多機関連携を更に推進していく こ と について。

（ 四） 地域ケア会議の推進（ 四） 地域ケア会議の推進

ー（ 五） 介護予防の推進

◎改正住宅セーフティ ネッ ト 法を踏まえた住宅部局と 福祉部局と の連携
の重要性について。

（ 六） 高齢者の居住安定に係る施策と の連携（ 五） 高齢者の居住安定に係る施策と の連携

○特に中山間・ 人口減少地域において、 真にやむを得ない場合における
高齢者事業の廃止・ 転用等について。

○新たな特例介護サービスについて関係者の意見を聞く こ と の重要性。

２ 各年度における介護給付等対象サービスの
種類ごと の見込量の確保のための方策

○総合事業の実施状況の評価の際、 各サービス・ 活動の質の向上のため
に、 利用者の要介護度や利用者への効果に着目して分析・ 評価を行う
こ と の重要性について。

３ 各年度における地域支援事業に要する費用
の額及びその見込量の確保のための方策

（ 見直し後の構成に基づき整理） （ 脚注） ◎: 都道府県計画・ 市町村計画共通、 ○: 市町村計画、 ●: 都道府県計画
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現時点のイメ ージ

※ 法律改正事項については、 今後法案を提出し、 成立した後にその内容を反映した上で審議会で議論予定



基本指針の記載事項について （ 第二 市町村計画、 第三 都道府県計画⑤）

左記の項目に対応する介護保険部会意見書等の記載事項項目②（ 第三 都道府県計画）項目①（ 第二 市町村計画）

○特に中山間・ 人口減少地域において、 真にやむを得ない場合における
高齢者事業の廃止・ 転用等について。

２ 介護給付等対象サービスを提供するための
施設における生活環境の改善を図るための事
業に関する事項

○介護人材確保や生産性向上等による職場環境改善に加えて、 経営改善
支援について。

○介護人材確保について、 プラッ ト フォームの構築・ 活用を中心に、 具
体的な記載事項や取組（ 多様な人材の確保・ 育成、 離職防止・ 定着促
進・ 生産性向上、 経営改善支援、 介護職の魅力向上、 外国人材の受入
環境整備等） 。

○生産性向上、 経営改善支援等に関し、 協議会を活用した取組の推進な
ど、 具体的な記載事項や取組について。

４ 地域包括ケアシステムを支える人材の確保
及び介護現場の生産性の向上の推進、 経営基
盤の強化等

３ 介護給付等対象サービス及び地域支援事業
の円滑な提供を図るための事業に関する事項

５ 介護給付等対象サービス及び地域支援事業
の円滑な提供を図るための事業等に関する事
項

（ 一） 介護給付等対象サービス

○総合事業に係る継続利用要介護者が利用可能なサービスについて。（ 二） 総合事業

○地域包括支援センターの体制整備に向けた取組と して、 居宅介護支援
事業所による介護予防ケアマネジメ ント の直接実施等について。

○地域包括支援センターの事業評価指標も活用しながら機能強化を図る
重要性について。

○地域包括支援センターの業務継続に向けた計画等の策定・ 見直しにつ
いて。

（ 三） 地域包括支援センターの設置、 適切な運
営及び評価並びに体制の強化

○家族介護者支援の充実に向けて、 家族介護支援事業をはじめと した各
種事業の効果的な活用や、 実態・ ニーズの適切な把握の重要性につい
て。

（ 四） 介護に取り 組む家族等への支援の充実

◎養護者に該当しない者による虐待防止にあたり 、 地域支援事業や包括
的相談支援・ アウト リ ーチ等を通じた継続的支援の枠組みの活用につ
いて。

（ 五） 高齢者虐待防止対策の推進

◎国が構築するシステムを活用した事故情報の傾向把握、 都道府県によ
る市町村への相談対応・ 助言等の重要性について。

（ 六） 介護現場の安全性の確保及びリ スクマネ
ジメ ント の推進

（ 見直し後の構成に基づき整理） （ 脚注） ◎: 都道府県計画・ 市町村計画共通、 ○: 市町村計画、 ●: 都道府県計画
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現時点のイメ ージ

※ 法律改正事項については、 今後法案を提出し、 成立した後にその内容を反映した上で審議会で議論予定



基本指針の記載事項について （ 第二 市町村計画、 第三 都道府県計画⑥）

左記の項目に対応する介護保険部会意見書等の記載事項項目②（ 第三 都道府県計画）項目①（ 第二 市町村計画）

◎認知症基本法の成立及び認知症施策推進基本計画の策定に伴う 記載内
容の見直しについて。

４ 認知症施策の推進６ 認知症施策の推進

◎介護サービス基盤の整備に当たり 、 特定施設の指定を受けていない有
料老人ホーム等における要介護者等の状況を踏まえるこ と や、 必要に
応じて、 特定施設への移行を促すこ と について。

５ 特定施設入居者生活介護の指定を受けてい
ない有料老人ホーム及びサービス付き高齢者
向け住宅の入居定員総数及び要介護者等の状
況

７ 特定施設入居者生活介護の指定を受けてい
ない有料老人ホーム及びサービス付き高齢者
向け住宅の入居定員総数及び要介護者等の状
況

―６ 介護サービス情報の公表に関する事項８ 地域包括支援センター及び生活支援・ 介護
予防サービスの情報公表に関する事項

―７ 介護サービス事業者経営情報の調査及び分
析等

―９ 市町村独自事業に関する事項

◎市町村による支援・ 連携のも と 地域包括支援センターと しての業務継
続に向けた計画等を策定し、 平時からの業務整理、 地域における関係
構築、 訓練の実施等に活かすこ と 、 都道府県による平時からの支援や
ネッ ト ワークづく り の重要性について。

◎介護施設等における防災・ 減災対策の一層の推進について。

８ 災害に対する備えの検討10 災害に対する備えの検討

◎市町村による支援・ 連携のも と 地域包括支援センターと しての業務継
続に向けた計画等を策定し、 平時からの業務整理、 地域における関係
構築、 訓練の実施等に活かすこ と 、 都道府県による平時からの支援や
ネッ ト ワークづく り の重要性について。

９ 感染症に対する備えの検討11 感染症に対する備えの検討

（ 見直し後の構成に基づき整理） （ 脚注） ◎: 都道府県計画・ 市町村計画共通、 ○: 市町村計画、 ●: 都道府県計画
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※ 法律改正事項については、 今後法案を提出し、 成立した後にその内容を反映した上で審議会で議論予定

現時点のイメ ージ


